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駐車場法の概要
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○道路交通の円滑化を図り、もって公衆の利便に資するとともに、都市機能の維持及び増進に寄与す
ることを目的として、昭和32年５月に駐車場法が制定。

○この法律により、既成市街地内に都市計画として駐車場整備地区を指定し、路外駐車場の設置を促
進し、また駐車場整備地区及びその周辺に建築される一定の規模及び用途の建築物については、駐
車施設の附置義務を課することが可能となると同時に、駐車場の構造、設備あるいは管理について
も、適切な水準を確保するための基準が定められたものである。

① 駐車場法の目的（第１条）

この法律は、都市における自動車の駐車のための施設の整備に関し必要な事項を定めることにより、道

路交通の円滑化を図り、もつて公衆の利便に資するとともに、都市の機能の維持及び増進に寄与すること

を目的とする。

② 用語の定義（第２条）

（1） 路上駐車場 駐車場整備地区内の道路の路面に一定の区画を限って設置される自

動車の駐車のための施設であつて一般公共の用に供されるもの

（2） 路外駐車場 道路の路面外に設置される自動車の駐車のための施設であって一般

公共の用に供されるもの

（3） 自動車 道路交通法第２条第１項第９号に規定する自動車

※自転車及び第一種原動機付自転車（50cc以下）は「自転車法」の対象
※自動二輪車（普通自動二輪車、大型二輪車）は「駐車場法」の対象
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駐車場法の概要
③ 路上駐車場及び路外駐車場の計画的整備

商業地域、近隣商業地域、一種住居地域、
二種住居地域、準住居地域、準工業地域
内において自動車交通が著しくふくそうする地区 等
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④ 路外駐車場の整備等

⑤ 附置義務駐車場

駐車場法の概要

①駐車場整備地区内、商業地域内、近隣商業地域内で条例で定める地区
・延べ面積が2,000㎡以上で条例で定める規模
・延べ面積が2,000㎡未満であるが特定用途の延べ面積が条例で定める規模

②これらの周辺地域又は自動車交通がふくそうすることが予想される地域内で条例で定める地区
・特定用途（※）の延べ面積が2,000㎡以上で条例で定める規模



駐車場等の分類
○一般に駐車場といわれるものを分類すると、概ね以下のとおり。

○駐車場法の「構造及び設備の基準」の適用を受けるのは、「一般公共の用に供する部分の面積が500
㎡以上の路外駐車場」。

○自転車及び第一種原動機付自転車(50cc以下)は「自転車法」の対象

○駐車場法では「自動車※」（自動二輪車(普通自動二輪車、大型二輪車）を含む）が対象

※道路交通法第２条第１項第９号に規定する自動車
※ 駐車場法の「構造及び設備の基準」の適用対象
（一般公共の用に供する部分の面積が500㎡以上のものに限る）
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参考 自動車の種類（道路運送車両法・道路交通法）
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駐車場の整備状況（令和３年度末）

○ 駐車場総供用台数 ５５１．９万台

※駐車面積５００㎡未満の駐車場（コインパーキング等）や、特定の者が利用する駐車場（車庫等）等は
原則として統計に含まれない。

○ 自動車保有台数 ７８３０万台
○ 自動車１万台当たりの駐車台数 ７０４．４台

都市計画
駐車場
１１．３

０．６ １０．７

届出駐車場
２６２．２

１８９．９ ６１．６

附置義務駐車施設
３５０．６

２８９．０

路上駐車場

０．０５



１．駐車場法改正経緯
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駐車場法に関する主な制度拡充経緯

昭和30年代に入って、自動車保有台数の増加、自動車交通量の増加に伴い、路上駐車
の問題が起こり、路上駐車の規制とともに、駐車施設を整備する必要性が生じる

● 昭和32年（1957年） 駐車場法制定
・ 駐車場整備地区を指定し、路外駐車場の設置を促進
・ 駐車施設の附置義務制度
・ 駐車場の構造、設備、管理について適切な水準の確保のための基準
※ 自動二輪車、軽自動車は占有面積が小さいことから対象外

● 昭和37年（1962年） 駐車場法の一部改正
・ 軽自動車を対象
（外見上、一般の自動車と大差がないこと、所有台数の飛躍的な増加）

● 平成3年（1991年） 駐車場法の一部改正
・ 駐車場整備地区の対象区域の拡大
・ 駐車場整備計画の創設
・ 附置義務対象建築物の規模下限の引き下げ

参考 駐車場法の改正等の経緯
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● 平成6年（1994年） 標準駐車場条例の改正
・ 荷さばき駐車場の附置義務を可能

● 平成16年（2004年） 標準駐車場条例の改正及び駐車場法施行令の改正
・ 附置義務制度の性能規定化
・ 〃 ローカルルールの採用
・ 〃 隔地駐車場の積極的な活用
・ 路外駐車場の出入口設置の緩和

● 平成17年（2005年） 駐車場管理規程例の策定
・ 駐車場の管理運営の適正化及び利用者の保護を目的

● 平成18年（2006年） 道路交通法の一部改正
・ 放置車両についての使用者責任の拡充、取締関係事務の民間委託

● 平成18年（2006年） 駐車場法の一部改正
・ 自動二輪車を法律の対象に追加、あわせて標準駐車場条例を通知

● 平成24年（2012年） 都市の低炭素化の促進に関する法律の制定
・ 附置義務駐車施設を計画的に集約化、あわせて標準駐車場条例を通知

参考 駐車場法の改正等の経緯
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● 平成26年（2014年） 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の制定
・ 路外駐車場の配置適正化
・ 附置義務駐車施設の集約化
・ 標準駐車場条例を通知

● 平成26年（2014年） 駐車場法施行規則の一部を改正する省令の制定

・ 駐車場法施行令第１５条に基づく大臣認定制度の下で、同条に規定する特殊の
装置（機械式駐車装置）の構造・設備と併せて安全性を確保するために必要な
機能についても一体的に認定を行う仕組みを構築

・ 安全機能に係る認証に際して第三者機関の技術的知見を活用する仕組み（登
録認証機関制度）の創設

・ 標準駐車場条例を通知

● 平成28年（2016年） 駐車場法施行令の一部を改正する政令の制定
・ 建築物である路外駐車場に設ける換気装置の能力に関する基準を緩和
・ 宿泊施設における附置義務駐車施設の柔軟化について通知

（観光地における隔地規定の積極的活用等）

参考 駐車場法の改正等の経緯
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● 平成30年（2018年） 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の制定
・ 都市再生駐車施設配置計画制度の創設（駐車施設の附置義務の適正化）
・ 標準駐車場条例を通知

●平成30年（2018年） 駐車場法施行令の一部を改正する政令の制定

・ 令第７条第２号に基づく大臣認定によって路外駐車場を設置することができる道
路又はその部分を追加

● 平成30年（2018年） 駐車場法施行規則の一部を改正する省令の制定
・ 路外駐車場の管理規程に定める駐車料金の額の定め方を変更

● 令和２年（2020年） 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の制定

・ 滞在快適性向上区域の設定（ ①路外駐車場の配置の適正化、②にぎわいの中
心となる道路への出入口設置制限、③附置義務駐車施設の集約化等）

・ 標準駐車場条例を通知

参考 駐車場法の改正等の経緯
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２．バリアフリー法等について
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・特に既存の駐車場のバリアフリー化が進むよう、法の主旨の徹底、啓発等が必要
・特定路外駐車場における車いす使用者駐車施設については、その整備を進めるとともに、その施設が
適正に利用されるよう民間駐車場管理者や利用者に対して啓発を働きかけ

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

15

○ 平成１８年、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー新法）施行
○ 法の対象に旅客施設、道路、建築物とともに特定路外駐車場も追加
○ 新設の特定路外駐車場については、移動等円滑化基準への適合義務、既存のものについては、基準適合へ

の努力義務を規定

（定義）
第二条

一～十 （略）
十一 特定路外駐車場 駐車場法第二条第二号 に規定する路外駐車場（道路法第二条第二項第六号 に規定する自動車駐車場、都市公園法 （昭和

三十一年法律第七十九号）第二条第二項 に規定する公園施設（以下「公園施設」という。）、建築物又は建築物特定施設であるものを除く。）であっ
て、自動車の駐車の用に供する部分の面積が五百平方メートル以上であるものであり、かつ、その利用について駐車料金を徴収するものをいう。

十二～二十八 （略）

（路外駐車場車いす使用者用駐車施設）
第二条 特定路外駐車場には、車いすを使用している者が円滑に利用することができる駐車施設（以下「路外駐車場車いす使用者用駐車施設」とい
う。）を一以上設けなければならない。ただし、専ら大型自動二輪車及び普通自動二輪車（いずれも側車付きのものを除く。）の駐車のための駐車場に
ついては、この限りでない。

２ 路外駐車場車いす使用者用駐車施設は、次に掲げるものでなければならない。
一 幅は、三百五十センチメートル以上とすること。
二 路外駐車場車いす使用者用駐車施設又はその付近に、路外駐車場車いす使用者用駐車施設の表示をすること。
三 次条第一項に定める経路の長さができるだけ短くなる位置に設けること。

（路外駐車場移動等円滑化経路）
第三条 路外駐車場車いす使用者用駐車施設から道又は公園、広場その他の空地までの経路のうち一以上を、高齢者、障害者等が円滑に利用でき
る経路（以下「路外駐車場移動等円滑化経路」という。）にしなければならない。

２ （略）

■移動等円滑化のために必要な特定路外駐車場の構造及び設備に関する基準を定める省令（抄）

■高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（抄）



バリアフリー法改正の内容－概要－ （令和２年改正）
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対象施設の例

（障害者用トイレ）（車椅子使用者用駐車施設）（車両等の優先席） 等

特定路外駐車場の管理者に求められる対応

国・地方公共団体・国民・施設設置管理者の責務等として、「車両の優先席、車椅子用駐車施設、障害者用トイレ等の

適正な利用の推進」を追加

公共交通事業者等に作成が義務付けられたハード・ソフト取組計画の記載事項に「 車両の優先席、車椅子用駐車施

設、障害者用トイレ等の適正な利用」等を追加

★例えば、ポスターの掲示、館内放送等により、利用者への呼びかけを行うこと等が考えられます。

バリアフリー法改正の内容－駐車場関係－ （令和２年改正）

★バリアフリー法上の新設特定路外駐車場（車いす使用者用駐車施設の設置が義務付けられた路外
駐車場）の管理者は、利用者に対し、高齢者、障害者等が車いす使用者用駐車施設を円滑に利用
するために必要となる適正な配慮について、広報活動及び啓発活動を行うことが求められます。
（努力義務）
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■機械式駐車装置

車椅子使用者用駐車施設のハードに関する基準

○ 車椅子使用者に対応した機械式駐車装置について、「建築設計標準」では、配置や隙間、床のフラット化な
どの基準を定めている。

• 車椅子使用者用駐車施設は平置き式とすることが望ましいが、狭小敷地の場合等、やむを得ず機械式駐車装置で
確保する場合には、駐車場管理員の配置や当該駐車装置の特性に応じた安全対策を講じる等、車椅子使用者の利
用に支障がないものとする。

（出典：高齢者・障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準）
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○公益社団法人立体駐車場工業会では、機械式駐車場技術基準により、車いす使用者対応駐車設備についての審査、
適合証明を行っている。

出典：立体駐車場工業会

取扱者（運転者）が車いす使用者である
駐車設備の特別要求事項を審査・証明

・通 路 幅 ：500㎜ ➩ 900㎜
・操作盤高さ：フロアーレベル＋1000㎜

注：同乗者が車いすの場合には前庭での降車
車いす使用者対応
認定のマーク

■業界団体における取組

車いす使用者対応駐車設備

機械式駐車場のバリアフリー化の取り組み事例

１３
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３．機械式駐車装置について
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垂直循環装置
14%

多層循環装置
2%

水平循環装置
3%

エレベータ方式
13%

エレベータ・スライド

方式…

平面往復方式
2%

二段方式
22%

多段方式
43%

機械式駐車装置の普及状況

○ 二段・多段方式、エレベータ方式を始め、様々な種類のものが存在。
○ 限られた土地スペースを有効に活用可能なことから、１９８０年代後半から都市部で急

速に普及（出荷累計は約５８万基（令和３年３月末時点）） 。
○ 時間貸し駐車場、商業施設等の公共用駐車場のほか、マンション等の専用駐車施設

にも広く普及。

機械式駐車装置の
出荷台数の推移

（令和３年３月末時点）

N=3,222,245台

出典：公益社団法人 立体駐車場工業会資料に基づき国土交通省作成

機械式駐車装置の種類別
累計設置割合（台数）
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機械式立体駐車場における重大事故の発生状況

○ 平成１９年度以降、一般利用者等の死亡・重傷に至った事故は、少なくとも４７件発生。
○ 発生場所としては、マンション駐車場が約６割を占め、利用者が自ら操作する使用形態での

事故が多い。
○ 発生状況としては、「装置内に人がいる状態で機械が作動」が約４割を占める。

出典：公益社団法人 立体駐車場工業会資料に基づき国土交通省作成

死亡・重傷事故の発生状況と主な発生要因

一般利用者等の死亡・重傷事故件数

※括弧内は
死亡事故件数
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（令和４年３月末時点）

マンション駐

車場, 57%

月極駐車場, 15%

時間貸し駐車

場, 6%

テナント用, 9%

ホテル用, 6%
来客用駐車場, 6%

N=47

平成19年度 １（０）
平成20年度 ５（１）
平成21年度 ２（１）
平成22年度 ５（１）
平成23年度 ２（１）
平成24年度 ８（４）
平成25年度 ３（２）
平成26年度 ２（１）
平成27年度 ４（１）
平成28年度 ４（０）
平成29年度 ０（０）
平成30年度 １（０）
令和元年度 ５（０）
令和2年度 ２（１）
令和3年度 ３（１）
合計 ４７（１４）

無人確認
不足

危険源への
接近

不適切な
自動車運転

外部侵入
不適切な

操作
機械・電気の
不良、劣化

障害物 合計

装置内に人がいる状態で機械が作動 14 2 16
人の乗降・歩行時の転倒・落下 8 1 1 1 11
作動中の装置に侵入・接触 6 1 7
車輛の入出庫時の衝突 8 8
装置の非常停止 1 1
その他 2 2 4
合計 14 16 8 3 4 1 1 47

死亡・重傷事故の発生場所（駐車場用途別）



機械式駐車装置の安全対策の動向
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• 立体駐車場工業会が維持管理に関す

る指針の内容を解説した「ガイド
ブック」を作成。

安全性に係る
基準等の制定 適切な維持管理

• 産業標準化法に基づき、JIS規格の一
部を改正。

• 今回の改正では、リスクに応じた更な
る安全性の向上を図るため、2019年
改正のＪＩＳ Ｂ 9705-01（機械類の
安全性ｰ制御システムの安全関連部ｰ）
及び機械安全に関するＪＩＳとの整合
を図っている。

• 駐車場法に基づく大臣認定制度の下
で、装置の安全性についても一体的に
審査・認定を行う仕組みを構築

• 安全性に係る審査について第三者的な
専門機関が審査を行う「登録認証機
関」の制度を創設

• 公益社団法人立体駐車場工業会が登録
認証基準をもとにＪＩＳ原案を作成。
日本工業標準調査会の 審議を経て、
JIS規格（機械式駐車設備の安全要求
事項（JIS B 9991））として制定。

• 国際標準規格（ISO12100）に対応
し、大臣認定制度の整合した安全基準
が確立。

大臣認定制度の改正（駐車場法施行
規則）【H26.12】

ＪＩＳ規格の制定【H29.5】

ＪＩＳ規格の改正【R5.5】

機械式駐車設備の適切な維持管理
に関する指針の作成【H30.7】

機械式駐車設備の適切な維持管理
に関する指針の「ガイドライン」
の作成【H30.12】

• 製造者、設置者、管理者、利用者の各
主体が取り組むべき事項をとりまとめ

安全確保の周知・啓発

機械式立体駐車場の安全対策に関す
るガイドラインの公表【H26.10】

機械式立体駐車場の安全対策に関す
るガイドラインの「手引き」の公表
【H28.9】
• ガイドラインに示された各関係主体の

取組を分かりやすく整理した「手引
き」を公表

• 機械式駐車設備の適切な管理のため
に管理者等が行うべき事項、保守点
検業者の選定に当たって留意すべき
事項、保守点検契約に盛り込むべき
事項のチェックリスト等をとりまと
めた指針を作成。



○ 機械式立体駐車場の安全対策検討委員会（座長： 向殿政男 明治大学名誉教授）の検討成果を踏まえ、平成２６年

３月、「機械式立体駐車場の安全対策に関するガイドライン」を公表し、消費者庁と連携して、関係団体に対して安全
対策の強化及び適正利用の推進を要請。

○ その後、消費者安全法に基づく消費者安全調査委員会において事故調査報告書がとりまとめられたことなどを踏ま
え、同年１０月、ガイドラインの改定（「５． 関係主体間の連携・協働による取組」の追加）を行い、関係団体に対して既
設の装置に関する安全対策及び適正利用の一層の推進を要請。

１. 製造者の取組

装置内への立入防止のための閉鎖性確保（ゲート、柵の設置等）
装置の稼動状況に対する視認性確保（操作盤の位置、モニター等）
安全性に配慮した操作方法（安全確認ボタン、緊急停止ボタン等）
人の転倒、転落等を防止するための開口部、障害物等の除去
装置のインターロック機能の確保、安全センサーの設置
非常時を想定した構造・設備の確保（退避場所、非常口等）
残留リスク及び適正な使用方法に関する説明、注意喚起等

等

２. 設置者の取組

１．の要件を満たす装置の使用
設置場所、気象条件、使用条件等を考慮した装置選択
装置内への立入防止のための閉鎖性確保（ゲート、柵の設置等）

入出庫時の不要な人の立入抑止（子供の待機場所、荷物の積み下ろし
場所等の確保）
装置内の視認性確保（照明設備の設置等）
残留リスク及び適正な使用方法に関する説明、注意喚起等

等

３. 管理者の取組

利用者に対する操作方法、注意事項等に関する書面説明の徹底

装置の安全確保のための維持保全、専門技術者による定期的な点検
の実施
事故等発生時の対処
管理責任者の選任・明示及び実施方法等に関する文書作成・閲覧
委託契約等における実施主体・方法等の明示

等

４. 利用者の取組

装置の危険性を再認識した上での利用
他人の鍵、ボタン押し補助器具等の使用禁止
装置内の無人確認の徹底

運転者以外の乗降室外での乗降、やむを得ず同乗者が立ち入る場合
の退出確認の徹底
乗降室内に長時間とどまらないこと

等

５．関係主体間の連携・協働による取組

既設装置について、製造者、保守点検事業者、設置者、管理者、利用者の関係主体は協議の場を設け、連携・協働して安全対策に取り組むこと

製造者、保守点検事業者は、協議の場において、装置のリスク、安全な利用方法等について説明を行うこと。これを踏まえ、設置者、管理者は、利用
者に対する説明の徹底を図るとともに、製造者、保守点検事業者の参画の下、利用者への教育訓練を実施すること
利用者は、教育訓練への参加等により装置のリスクを十分認識した上で、適正な利用を心がけること

機械式立体駐車場の安全対策に関するガイドライン （Ｈ２６．３公表、Ｈ２６．１０改定）

https://www.mlit.go.jp/common/001056799.pdf本文はこちら→
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○「機械式立体駐車場の安全対策のあり方について」（平成26年３月機械式立体駐車場の安全

対策検討委員会報告書）を踏まえ、関係主体が早期に取り組むべき事項をまとめた「機械式
立体駐車場の安全対策に関するガイドライン」を公表。

○機械式立体駐車場の安全対策及び適正利用のさらなる推進のため、一般の方にも一層分か
りやすくなるよう、ガイドラインに基づく安全対策の具体的な実践例や関連する過去の事故事
例等を取りまとめ、写真やイラストも交えて解説を加えた手引きを作成。（平成28年9月公表）

写真：外部者の侵入を防ぐ前面ゲートと柵の設置例

イラスト１
操作盤から離れた場所で視認性
を確保する、無人確認ボタン

イラスト２
ボタン押し補助器具の使用と装
置内立ち入りが容易のために起
きた死亡事故例

イラスト３
入庫後の安全確認不足による
死亡事故例

管理者向け自己チェックシート

「機械式立体駐車場の安全対策に関するガイドライン」の手引き

本文はこちら→https://www.mlit.go.jp/common/001145272.pdf
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４．駐車場整備等関連予算
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参考 駐車場整備（自動二輪含む）に関する主な国土交通省の支援策

事業名 対象・概要
補助額

自治体 民間事業者

都市構造再編集中支援事業
（個別支援制度）

「立地適正化計画」に基づき、市町村や民間事業者等
が行う一定期間内の都市機能や居住環境の向上に
資する公共公益施設の誘導・整備、防災力強化の取
組等に対し集中的な支援を行い、各都市が持続可能
で強靭な都市構造へ再編を図ることを目的に、市町
村が策定する「都市再生整備計画」に位置づけられた
駐車場の整備に対する支援。

＜都市機能誘導区域内＞
対象事業費の１／２

＜居住誘導区域内等＞
対象事業費の４５％

（間接補助）
＜都市機能誘導区域内＞

国：１／３
地：１／３
民：１／３

＜居住誘導区域内等＞
国：９／３０

地：１１／３０
民：１０／３０

※概ね５００台の駐車場の整備に要する費用を限度とし、対象事業
費は整備に要する費用の４分の１に相当する額を限度とする。

都市再生整備計画事業
（社会資本整備総合交付金）

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性
あふれるまちづくりを総合的に支援し、全国の都市の
再生を効率的に推進することにより地域住民の生活
の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ることを目
的に、市町村が策定する「都市再生整備計画」に位置
づけられた駐車場の整備に対する支援。

対象事業費の
４／１０ 等

（間接補助）
国：４／１５
地：６／１５
民：５／１５

※概ね５００台の駐車場の整備に要する費用を限度とし、対象事業
費は整備に要する費用の４分の１に相当する額を限度とする。

都市・地域交通戦略推進事業
（社会資本整備総合交付金）

都市・地域における安全で円滑な交通を確保し、魅力
ある都市・地域の将来像を実現するため、徒歩、自転
車、自動車、公共交通の適正分担が図られた交通体
系を確立することを目的に、地方公共団体が策定した
「立地適正化計画」、「低炭素まちづくり計画」等にお
いて位置づけられた駐車場の整備に対する支援。

対象事業費の
１／３ 等

（間接補助）
国：１／３
地：１／３
民：１／３

※概ね１００台以上の駐車場を対象とし、対象事業費は整備に要す
る費用の４分の１に相当する額とする。

道路事業
（社会資本整備総合交付金）

都市計画道路整備に関する事業等として、地方公共
団体が道路事業として実施する駐車場（道路附属物）
の整備に対する支援。

対象事業費の
１／２ 等

－

※ 個別施設に対する支援ではなく、地域のまちづくり計画等に対する支援となります。
※ 拡張も新設と同様です。自動二輪車を受け入れるための改良についても支援可能です。
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５．関連政府方針等
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関連政府方針等
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こどもまんなかまちづくり
「こども未来戦略方針」 ～ 次元の異なる少子化対策の実現のための「こども未来戦略」の策定に向けて ～（令和５年６月13日閣議決定）
（２）子育てしづらい社会環境や子育てと両立しにくい職場環境がある
○ こどもや子育て世帯が安心・快適に日常生活を送ることができるようにするため、こどもや子育て世帯の目線に立ち、こどものための近

隣地域の生活空間を形成する「こどもまんなかまちづくり」を加速化し、こどもの遊び場の確保や、親同士・地域住民との交流機会を生み
出す空間の創出などの取組の更なる拡充を図っていく必要がある。

まちづくりGX
経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月13日閣議決定）
（グリーントランスフォーメーション（ＧＸ））
まちづくりGXを含むインフラの脱炭素化を更に進めるとともに、森林吸収源対策等を加速する。

国土形成計画（全国計画）（令和５年７月２８日閣議決定）
（広域的な生態系ネットワークの形成促進）

多様な機能を有する都市緑地の量・質の確保を通じたまちづくりGX の推進を図るとともに、人口減少による開発圧力の低下を好機と捉
え、地域レベルで増加する低未利用土地やコンパクトなまちづくりにより生み出される余剰空間を緑地として活用しつつ、広域的な生態系
ネットワークとして、森・里・まち・川・海のつながりを確保し、広域レベルで自然資本の量的拡大・質的向上を図ることが肝要である。

電気自動車（EV）への対応
2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和３年６月 18 日経済産業省等）
ア）電動車・インフラの導入拡大

充電・充てんインフラの不足は、電動車普及の妨げとなる。したがって、充電インフラについては、老朽化設備を更新するほか、既存のイン
フラを有効に活用できるサービスステーション(SS)における急速充電器１万基等、公共用の急速充電器３万基を含む充電インフラを 15 万基
設置し、遅くとも 2030 年までにガソリン車並みの利便性を実現することを目指す。この際、充電インフラの普及促進や規制緩和等により、最
適な配置やビジネス性の向上を進めるとともに、充電設備の普及が遅れている集合住宅に対する導入を促進する。

キャッシュレス
成長戦略フォローアップ(令和元年6月21日閣議決定)

2025 年６月までに、キャッシュレス決済比率を倍増し、４割程度とすることを目指す。

「キャッシュレス・ビジョン」（平成30年4月11日 経済産業省キャッシュレス検討会策定）
大阪・関西万博（2025年）に向けて、「支払い方改革宣言」として「未来投資戦略2017」で設定したキャッシュレス決済比率40％の目標を前倒
し、高いキャッシュレス決済比率の実現を本検討会として宣言する。さらに将来的には、世界最高水準の80%を目指していく。


